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2１９年度のまとめ（１）

市況変動やリスクコントロールの強化から、業績は一旦減速。

取引基盤は着実な拡大基調にあり、２０年度でのＶ字回復に向けて注力。

トップラインの拡大トップラインの拡大

資本の有効活用資本の有効活用

コスト・コントロールの継続

（信用コスト・経費）

コスト・コントロールの継続

（信用コスト・経費）

（取組むべき課題）

●法人貸出や住宅ローンが堅調に推移し、貸出金利息が増加したこ
とを主因に、資金利益は前年度比増加（コア業務純益は増加）。

●業務粗利益は、有価証券の価格下落に伴う減損および売却損の
計上に伴い前年度比減少。

●法人貸出や住宅ローンが堅調に推移し、貸出金利息が増加したこ
とを主因に、資金利益は前年度比増加（コア業務純益は増加）。

●業務粗利益は、有価証券の価格下落に伴う減損および売却損の
計上に伴い前年度比減少。

（19年度の実績）

●自己株式の取得や劣後ローンの返済により自己資本は減少。一方
で、バーゼルⅡ適用によりリスクアセットは大幅に減少。

→ 自己資本比率は上昇

※平成20年3月末の自己資本比率は基礎的内部格付手法により算出してお

ります。

●引続きﾄｯﾌﾟﾗｲﾝ増強、事業領域拡大などに活用していく。

●自己株式の取得や劣後ローンの返済により自己資本は減少。一方
で、バーゼルⅡ適用によりリスクアセットは大幅に減少。

→ 自己資本比率は上昇

※平成20年3月末の自己資本比率は基礎的内部格付手法により算出してお

ります。

●引続きﾄｯﾌﾟﾗｲﾝ増強、事業領域拡大などに活用していく。

●実質信用ｺｽﾄ（※1）は、査定の厳格化等に伴い前年度比増加。
（金額＋103億円、比率＋22bp)

●経費は、営業力強化・事務効率化に伴う支出増加などにより前期
比増加。 (金額＋11億円、OHR（※2）＋0.3%)

●実質信用ｺｽﾄ（※1）は、査定の厳格化等に伴い前年度比増加。
（金額＋103億円、比率＋22bp)

●経費は、営業力強化・事務効率化に伴う支出増加などにより前期
比増加。 (金額＋11億円、OHR（※2）＋0.3%)

※1：実質信用コスト＝一般貸倒引当金繰入＋不良債権処理額－償却債権取立益－貸倒引当金戻入益 ※2：OHR=経費/(経費＋コア業務純益）



3１９年度のまとめ（２）

貸出金利息の増加に伴い、コア業務純益は前年度比増加。しかし有価証券の減損
処理や信用コストの増加に伴い、経常利益、当期純利益は前年度減少。

基礎的内部格付手法ベースでの自己資本比率は１３％水準へ。

当期純利益・ＲＯＥ当期純利益・ＲＯＥ

自己資本比率・ＴｉｅｒⅠ比率（単体）

単位：億円、％

自己資本比率・ＴｉｅｒⅠ比率（単体）信用ｺｽﾄ（上）・経費（下）信用ｺｽﾄ（上）・経費（下）

コア業務純益・経常利益コア業務純益・経常利益

526 537 522 523

415 410

476

248

0

100

200

300

400

500

600

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

（億円）

コア業務純益

経常利益

692 693 706 717

129 11612
69

0

200

400

600

800

1000

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

（億円）
実質信用ｺｽﾄ

経費

261
247

261

129

7.46

6.72
6.97

3.39

0

100

200

300

400

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

（億円）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0
（％）

当期純利益

ＲＯＥ

※平成20年3月より基礎的内部格付手法により算出
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（億円） 平成19年度 平成18年度 増減（△） 19年度

決　算 決　算 前年度比 公表(1/31)比

業務純益 ２８４ ５２９ △２４４ △４５

コア業務純益 ５２３ ５２２ １

業務粗利益 ９８６ １,２３５ △２４９

うち資金利益 １,０７６ １,０５６ １９

うち役務取引等利益 １４６ １６０ △１３

うちその他業務利益 △２４１ １４ △２５５

経費 ７１７ ７０６ １１

うち人 件 費 ３５５ ３５８ △２

うち物 件 費 ３２９ ３１３ １６

一般貸倒引当金繰入※　(A) △１６ － △１６

臨時損益 △３６ △５２ １６

うち不良債権処理額　(B) １５２ ６８ ８３

うち株式等損益 ９６ ６ ９０

経常利益 ２４８ ４７６ △２２８ △８１

特別損益 △２ ５３ △５６

うち償却債権取立益　(C) １９ ３１ △１１

うち貸倒引当金戻入益 　(D) － ２３ △２３

うち引当金等 １７ － １７

当期純利益 １２９ ２６１ △１３２ △２０

実質信用コスト (A)+(B)-(C)-(D) １１６ １２ １０３ １６

（億円）
19年度
実績

前年度比
増減

資金利益 1,076 19
ｳﾁ邦貨貸出金利息 953 107

（個人貸出） 381 39
（法人貸出） 467 68

ｳﾁ有価証券利息 465 △ 7
（国内） 227 10
（海外） 238 △ 17

ｳﾁ邦貨預金利息（▲） 140 89
役務取引等利益 146 △ 13

ｳﾁ投信＋保険 62 △ 9
その他業務利益 △ 241 △ 255

ｳﾁ国債等債券売買損益 △ 254 △ 262
（売却益） 217 135
（売却損） 306 231
（減損処理額） 165 165

１９年度決算概要

業務粗利益⇒貸出金利息増加の一方で証券化商品の減損処理の実施などにより減益
経常利益・当期純利益 ⇒ 上記に加え、信用ｺｽﾄの増加により前年度比減益

※18年度は一般貸倒引当金取崩額が個別

貸倒引当金繰入額を上回ることから、

経理基準に従い、これを相殺しております。

なお、一般貸倒引当金取崩額と個別貸倒

引当金繰入額の差額を貸倒引当金戻入額

として特別利益に計上。

（相殺前の18年度一般貸倒引当金取崩額

：41億円）

※

トップラインの主な内訳



6預貸金残高の状況

人格別円貨貸出金残高人格別円貨貸出金残高
茨城県内預貸金シェア茨城県内預貸金シェア

人格別円貨預金残高人格別円貨預金残高

22,289 24,096 25,173 25,702

23,104 22,175 21,865 22,652

11,458 11,377 11,560 11,436

3,1283,4672,8953,148

59,999 60,543 62,066 62,920

17/3末 18/3末 19/3末 20/3末

個人

流動性

公共

法人

個人

定期性等

13,098 13,494 14,002 14,442

7,585 7,998 8,263 9,451

15,538 15,362 15,197
15,472

7,530 7,471 6,916
7,320

46,686
44,37843,80842,132

17/3末 18/3末 19/3末 20/3末

個人

大企業

中堅

中小

企業

公共

折れ線：除く国向・
預保向貸出

42.37 42.23 42.33

41.47

41.92 41.95

40.77

40.37 40.33 40.27

40.70

40.34

36.86

36.51

37.79

37.26 37.38

37.94

38.4%程度

35.00

37.50

40.00

42.50

45.00

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 19/3末 19/9末 20/3末

貸出金

預金

貸出金(除く公共・預保)

当行集計値による

速報ベース

（単位：億円）

（％）

（単位：億円）
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2.02 1.96
1.90

1.81 1.89

2.09

1.15 1.10 1.10
1.11

0.39

0.16
0.29

0.40

0.62 0.40
0.67

0.04 0.02 0.02 0.02
0.08

0.23

1.19
1.11

0.35
0.03

0.25

0.44 0.50

14年度 15年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

預貸金利鞘（国内業務）の状況

政策金利の引上げに伴い、貸出金利回りは上昇。

預金等利回り及び信用コスト率の上昇もあり信用コスト控除後利鞘は縮小。

貸出金利回り

信用ｺｽﾄ

控除後利鞘

信用ｺｽﾄ

控除後利鞘

信用ｺｽﾄ率

経費率

預金等利回り

短期プライムレート引上げ

18年8月25日1.875%→2.125％

19年3月26日2.125％→2.375% （％）



8法人貸出の状況

正常先・その他要注意先向け貸出、中小企業融資先数は増加基調。
利回りも上昇を維持。

法人貸出金利回り法人貸出金利回り 中小企業融資先数中小企業融資先数

0

500

1,000
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2,000

17上 17下 18上 18下 19上 19下

（先）

0

100

200

300

400

（億円）

茨城 ほくとう

千葉埼玉 都内大阪

地元獲得金額

地域別新規獲得の状況地域別新規獲得の状況

17,000

17,500

18,000

18,500

19,000

17/9末 18/3末 18/9末 19/3末 19/9末 20/3末

（先） 10百万円以上先

10百万円未満先

18,000
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17上 17下 18上 18下 19上 19下

（億円）
要管理先以下

正常先＋その他要注意先

法人貸出平残の推移法人貸出平残の推移

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5
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(%)

法人全体
　ｳﾁ地元
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9住宅関連ローンの状況

住宅着工は市況の影響からやや減少するが、TX沿線を含めた県南地域は堅調。
平均利回りは改善傾向が顕著に。

住宅関連ローン残高※１住宅関連ローン残高※１

住宅関連ローン獲得額住宅関連ローン獲得額 住宅ローン平残と利回り住宅ローン平残と利回り

県内住宅着工件数県内住宅着工件数

※1：住宅関連ﾛｰﾝ＝住宅ﾛｰﾝ＋ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝ

511
586 642 641 617

548
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216
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466097
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852877860
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（億円）
アパートローン
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10,544
10,891
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11,542
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12,145

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

17/9末 18/3末 18/9末 19/3末 19/9末 20/3末

（億円）

7,429

7,873

8,400

8,908

1.00

1.50

2.00

2.50

16年度 17年度 18年度 19年度

（％）
住宅ﾛｰﾝ平残(億円)

平均利回り

11,11412,71012,64912,187

5,513
5,9306,449

2,643

8,553
9,4649,472

8,411

23,460
25,280

28,19828,713

0

10,000

20,000

30,000

１6年度 17年度 18年度 19年度

（戸）

貸家

マンション等
持家
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2,318
3,047

3,637
4,431 4,884

4,106

1,012

2,994
3,245

3,699

3,977
4,285

4,3251,286

1,433

1,569

1,644

1,745
1,821

792
773

620
557

613

7,612

8,519

9,679

10,674

11,472
10,866

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

17/9末 18/3末 18/9末 19/3末 19/9末 20/3末

（億円）
　個人年金保険

　　国債等

　　外貨預金
　　投資信託

預り資産ビジネスの状況

年度前半は好調な推移であったが、後半の市況要因等によりやや減少へ。
アフターフォローの強化や品揃えの充実等により、前年度比残高増加を維持。

＜預り資産の増強に向けた実施施策＞

○預り資産営業専担者（Ｊ‘ｓ Ａｃｔ）の活用

⇒ １９年度中に県内全域をカバー（11ヶ所、24名）

○個人預金の増強

団塊の世代を対象とした預金キャンペーン ⇒ 金融資産囲い込み

○インターネットチャネルでの投信販売を準備（20年7月頃予定）

○金融商品取引法施行への対応強化

法制度にかかる手続、顧客説明ﾏﾆｭｱﾙの整備、教育・研修の徹底

○保険窓販解禁への対応⇒保険業務室の設立（20年4月）

○常陽証券開業にあわせた証券仲介業務の拡充

⇒ 仲介業務取扱店の拡充

798
956

844

1,333
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549

47.8% 48.2%

50.8%

53.9%
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52.7%
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（億円）
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60.0%
投信販売額

窓口販売比率
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　国債窓販

　外貨預金
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投信販売額と窓口販売比率投信販売額と窓口販売比率

預り資産関連手数料の推移預り資産関連手数料の推移

預り資産残高の推移預り資産残高の推移



11法人向けフィービジネスの状況

非金利収入は堅調に推移。今後も資金運用ニーズや事業承継ニーズへの

取組強化を通じて、収益拡大を進める。

法人関連役務法人関連役務

Ｍ＆Ａ、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞＭ＆Ａ、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

私募債・ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ私募債・ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ
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3.1
2.8

1.9

1.6

3.13.2 3.2

2.2

2.5

2.7

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0
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年

ﾃ゙ｭﾚｰｼｮﾝ（円貨）

ﾃ゙ｭﾚｰｼｮﾝ（外貨）

有価証券残高の推移（末残）有価証券残高の推移（末残）

有価証券運用の状況

市況不透明な状況に対して、ディフェンシブな運営へ。

評価損益の状況評価損益の状況

債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝの推移債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝの推移
債券関連収益と利回りの推移債券関連収益と利回りの推移

2,886

1,349

17,642

15,637
16,730 16,80915,931

4,665
4,781

4,733 4,260

1,220 1,256

1,305 1,353
4021,256 1,338

1,177
1,028

23,105 23,050

23,987
23,491

22,361

10,000

15,000

20,000

25,000

18/3末 18/9末 19/3末 19/9末 20/3末

億円

投資信託
株式
外貨債券
円貨債券

-250

250

750

1,250

1,750

2,250

18/3末 18/9末 19/3末 19/9末 20/3末

億円

投資信託

株式

外貨債券

円貨債券

0.94 1.07 1.11

4.46

4.89
5.15

-400

-200

-

200

400

17年度 18年度 19年度

億円

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0
％

債券利息 債券等売却損益

円貨債券利回り 外貨債券利回り



13証券化商品の状況 ①

処理を進めた結果、証券化商品の保有はCLOとCDOの高格付債が中心に。

有価証券ポートフォリオの状況有価証券ポートフォリオの状況 証券化商品（外国債券）の内訳と１９年度の対応証券化商品（外国債券）の内訳と１９年度の対応

その他参考事項
•特別目的事業体（SPEs）、その他のｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑ・Alt-Aに関するｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰはない。
•CLO、CDOに関して、米国ﾓﾉﾗｲﾝ会社保証は格付AAAの２社で49億円相当がある。

その他参考事項
•特別目的事業体（SPEs）、その他のｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑ・Alt-Aに関するｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰはない。
•CLO、CDOに関して、米国ﾓﾉﾗｲﾝ会社保証は格付AAAの２社で49億円相当がある。

※BBB以下はない。

（単位：億円）

円換算簿価
（減損後）

評価損益 円換算簿価 評価損益

有価証券 22,361 706 △1,625 △1,379
国内債券 16,455 14 1,549 97

国債 8,823 △51 1,140 29
地方債 3,710 48 510 47
社債 3,921 17 △102 20

外国債券 4,073 △151 △2,483 △130
事業債 2,109 △22 △1,693 △2
ＣＭＯ 842 △8 △275 △12
ＡＢＳ ① 279 0 △221 1

うちＲＭＢＳ（住宅ローン） 229 0 △164 0
うちＣＭＢＳ 37 0 14 0

ＣＬＯ ② 472 △88 46 △88
ＣＤＯ ③ 290 △31 △46 △31
ＣＤＳ・ＣＤＯ ④ 71 0 △105 1
ＡＢＳ・ＣＤＯ ⑤ 6 0 △189 0

投信等 482 △24 △735 △304
株式 1,349 868 44 △1,042

信託受益権 481 △1 △212 0
総計 22,843 705 △1,837 △1,379

証券化商品（外国債券） = ①+②+③+④+⑤ 1,120 △120 △515 △116

20年3月末 19年3月末比増減

（単位：億円）

商品種類 格付 20年3月末

銘柄数 円換算簿価 評価損益 評価方法 売却損益 減損処理額

ＡＢＳ 17 279 0 0 0

ＡＡＡ 14 271 0 0 0

ＡＡ 3 8 0 0 0

ＣＬＯ 46 472 △ 88 △ 3 0

ＡＡＡ 13 201 △ 15 0 0

ＡＡ 16 132 △ 27 △ 2 0

Ａ 17 137 △ 44 △ 1 0

ＣＤＯ 19 290 △ 31 △ 1 △ 3

ＡＡＡ 8 104 △ 6 △ 1 △ 3

ＡＡ 11 185 △ 24 0 0

ＣＤＳ・ＣＤＯ 8 71 0 △ 38 △ 78

ＡＡＡ 4 38 0 △ 14 △ 41

ＡＡ 3 29 0 △ 7 △ 31

A 1 5 0 △ 16 △ 5

ＡＢＳ・ＣＤＯ 2 6 0 △ 83 △ 83

ＡＡＡ 2 6 0 △ 58 △ 83

ＡＡ 0 0 0 △ 25 0

（うちｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑ ＡＡＡ 2 6 0 △ 17 △ 83

　　　　　　関連） ＡＡ 0 0 0 △ 15 0

合計 92 1,120 △ 120 ー △ 128 △ 165

DCF法による
期末時価

業者算定による
期末時価

19年度の対応

業者算定による
期末時価

業者算定による
期末時価

業者算定による
期末時価



14証券化商品の状況②

高格付のＣＬＯ、ＣＤＯが中心で、裏付資産は主に企業向け。

ＣＬＯ，ＣＤＯの種類、裏付資産の内容ＣＬＯ，ＣＤＯの種類、裏付資産の内容
（金額：億円）

商品種類 裏付となる資産 格付 保有金額 評価損益 評価損益率 裏付資産の内容

AAA 153 △14 △9.2%

AA 132 △27 △20.5%

A 137 △44 △32.1%

ディストレスト債権（AAAﾓﾉﾗｲﾝ保証付） AAA 48 △1 △2.1%
低格付けの企業向け貸出債権だが、ＡＡＡ格付モノライン
の保証付

ＣＬＯ 計 472 △88 △18.6%

銀行貸出債権のポートフォリオを参照資産 AAA 72 △3 △4.2%

としたクレジット・デフォルト・スワップ（ＣＤＳ） AA 126 △10 △7.9%

銀行優先出資証券、 AAA 23 △3 △13.0% 銀行の発行する信託形式の劣後証券

ミドルマーケットローン AA 25 △9 △36.0% 主に米国の中規模企業を対象とした貸出債権

船舶抵当ローン AA 21 △2 △9.5% タンカーや運搬船等、用船を担保とした貸出債権

AAA 6 0 0.0%

AA 7 0 0.0%

レバレッジドローン、ローンＣＤＳ AA 6 △1 △16.7%
主に米国の企業を対象としたシンジケート形式の大企業
向け貸出債権、およびそれらを参照資産とするクレジット・
デフォルト・スワップ（ＣＤＳ）

ＲＥＩＴ優先出資証券等 AAA 1 0 0.0% REIT（投資法人）の発行する信託形式の劣後証券等

その他ＣＤＯ 計 290 △31 △10.7%

AAA 38 0 0.0%

AA 28 0 0.0%

A 5 0 0.0%

ＣＤＳ・ＣＤＯ 計 71 0 0.0%

ＡＢＳ・ＣＤＯ 資産担保証券（ＡＢＳ） AAA 6 0 0.0% 主に住宅ローン債権を証券化したもの

ＡＢＳ・ＣＤＯ 計 6 0 0.0%

総計 841 △119 △14.1%

ＣＤＳ・ＣＤＯ

主に米国の企業を対象としたシンジケート形式の大企業
向け貸出債権

クレジット・デフォルト・スワップ（ＣＤＳ）
主に米国の企業の債務を参照資産としたクレジット・デ
フォルト・スワップ（ＣＤＳ）

プライベート・エクイティ・ファンドに対する出資金プライベート・エクイティ

ＣＤＯ

欧米や日本の銀行が取引先に対して保有する貸出債権
プール全体を参照資産とするクレジット・デフォルト・スワッ
プ（CDS）

レバレッジドローン
ＣＬＯ



15今後の投資運営態勢とﾎﾟｰﾄの再構築

反省を踏まえた運営態勢見直しに着手し、ﾎﾟｰﾄ再構築をできる限り迅速に進める。

これまでの対応これまでの対応 反省を踏まえた証券化商品運営体制見直しとﾎﾟｰﾄ再構築反省を踏まえた証券化商品運営体制見直しとﾎﾟｰﾄ再構築

＜課題＞

格付主体

投資額比較的大

第三者情報の不足

ｽﾄﾚｽﾃｽﾄの充実

＜課題＞

格付主体

投資額比較的大

第三者情報の不足

ｽﾄﾚｽﾃｽﾄの充実

＜実施していたこと＞

格付と収益性分析

運用者モニター

現地レポートチェック

＜実施していたこと＞

格付と収益性分析

運用者モニター

現地レポートチェック

ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑ問題

↓

信用収縮

↓

流動性低下

↓

証券化商品の

大幅価格下落

多額の処理損失

発生

＜ミドル＞

・ﾚﾋﾞｭｰ態勢強化

・ｽﾄﾚｽﾃｽﾄの活用強化

・ﾘｽｸ統括部の

ﾁｪｯｸ強化

＜フロント＞

・２次証券化商品は投資対象外

・投資枠、投資額の見直し

・裏付資産の事前検証強化

・外部の客観的情報の取得

円債

外債

株式

投信

ﾘｽｸ対応重視からｵｰﾊﾞｰｳｪｲﾄ

→景気変動を見ながらﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝとﾎﾞﾘｭｰ
ﾑに対応

ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ向上のため、他の資産への
一部入替え実施

ﾘｽｸの観点から最大限の対応を実施

→抑制方針だが、分散の観点から対応も

→総合的な取引ﾒﾘｯﾄと金利との相関を考
慮して対応

→分散投資の観点から再配分を実施

開

示

強

化



16信用コストの状況

貸倒に備えた引当の増加や査定の厳格化に伴い、信用コストは前年度比１０３億円
の増加(１９年度与信費用比率は25bp)。２０年度以降の信用コストは、貸倒実績率
の低下及び県内地価動向を考慮し、減少を予想。

※1：実質信用コスト＝一般貸倒引当金繰入＋不良債権処理額－償却債権取立益－貸倒引当金戻入益

※2：16年度、18年度は個別貸倒引当金純繰入額と一般貸倒引当金取崩額の相殺前。

526 537 522 523

69

129

12

116

0

100

200

300

400

500

600

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期

（億円）

コア業務純益

実質信用ｺｽﾄ

コア業務純益と実質信用コスト※1の推移コア業務純益と実質信用コスト※1の推移 信用コストの内訳※2と県内地価動向信用コストの内訳※2と県内地価動向
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-50

0
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100

150

200

250

16年度 17年度 18年度 19年度

（億円）

-10

-5

0

（％）

回収等（▲）

債権売却損等

担保価格下落

格付低下

県内地価（住宅地）

県内地価（商業地）



17不良債権と経費効率の状況

不良債権残高は、査定の厳格化により前年比８９億円増加。
営業力強化、事務効率化を目指す投資・経費は増加。

不良債権（金融再生法ベース）の推移不良債権（金融再生法ベース）の推移

※ＯＨＲ＝経費／（経費＋コア業務純益）

経費・ＯＨＲ※の推移経費・ＯＨＲ※の推移

368 360 358 355

291 301 313 329

32 34 3232

56.8%

56.4%

57.5%

57.8%

717706692 693

0

500

1000

1500

16年度 17年度 18年度 19年度

（億円）

54.0%

55.0%

56.0%

57.0%

58.0%

税金

物件費

人件費

ＯＨＲ

163 168 173 205

974
1,217

784 833

602

604

516
524

3.92%

4.43%

3.27% 3.30%

1,563
1,474

1,990

1,740

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

17/3末 18/3末 19/3末 20/3末

（億円）

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%要管理債権
危険債権

破産更生債権等
不良債権比率



18資本政策

リスク資本の状況（20／3末）リスク資本の状況（20／3末） 億円、（）内は19年3月末比

（※1）リスクアセットの４％に相当する金額。なお、19年度より資本配賦に

おけるベースを自己資本からＴｉｅｒ１に変更

（※2）19年度よりリスク量の計測手法を以下の通り変更している。

信用リスク ：信頼区間（99.0％→99.9％）

金利リスク ：保有期間（3ヶ月→6ヶ月）

価格変動リスク：保有期間（3ヶ月→6ヶ月）

計測方法（分散共分散→ヒストリカル法）

資本の有効活用、株主還元等に

よって、資本効率の向上を図る。

（資本の有効活用とは）

・業務領域拡大

～営業エリア拡大、投資分野拡大等

・最適資産配分

・株主還元 等

資本の有効活用、株主還元等に

よって、資本効率の向上を図る。

（資本の有効活用とは）

・業務領域拡大

～営業エリア拡大、投資分野拡大等

・最適資産配分

・株主還元 等

129

247 261261

7.46%

6.72%
6.97%

3.39%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

16年度 17年度 18年度 19年度

0

100

200

300

400

（億円）当期純利益

ＲＯＥ

TierⅠー
　　控除項目

3,456

配賦可能資本

2,083

(▲211)

リスクバッファー
1,191※1

未利用資本 597(▲406)

価格変動リスク
※２

574(17)

金利リスク※２ 482(100)

信用リスク※２ 430(78)

オペリスク
182（1）

控除項目
▲137

TierⅠ
3,593（▲161）



19茨城県内及び隣接地域への経営資源の配分状況

ＴＸ沿線を中心に引続き経営資源を投入。加えて、営業基盤、顧客基盤の一層の
拡充を図るため、県内中核地域および隣接地域に人員投入。

つくば

守谷

柏の葉ｷｬﾝﾊﾟｽ

流山おおたかの森

三郷中央

秋葉原

みらい平

ＴＸ沿線ＴＸ沿線 研究学園都市支店
新築移転予定
平成20年ｵｰﾌﾟﾝ予定。

守谷支店新築移転

ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ設置

（平成18年2月）

個人総合金融相談拠点

（Ｊプラザ）守谷開設

（平成20年4月）

Ｊプラザ流山おおたかの

森開設

（J’s Actから2名配属）

東葛法人営業所開設

（平成19年7月）人員5名

法人新規開拓専担者

配置（17年4月～）

松戸地区：2名

三郷・越谷地区：4名

• 小山ローンプラザ設置（17年7月）

• 小口開拓専担者配置（18年1月～）

→茨城県内全域展開

• Ｊ’ｓ Ａｃｔ(預り資産営業専担者)による

活動強化

専担者24名を茨城県内11の中核拠
点、ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ等に配置し、県内全域
をカバー。

• 草加法人営業所開設（平成20年5
月）

人員５名

• 小山ローンプラザ設置（17年7月）

• 小口開拓専担者配置（18年1月～）

→茨城県内全域展開

• Ｊ’ｓ Ａｃｔ(預り資産営業専担者)による

活動強化

専担者24名を茨城県内11の中核拠
点、ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ等に配置し、県内全域
をカバー。

• 草加法人営業所開設（平成20年5
月）

人員５名

その他の地域における実施施策その他の地域における実施施策

有人拠点新設検討中

駅前商業施設内への

当行ＡＴＭ設置

第９次中計期間中における

ＴＸ沿線地域を中心とした

30ヵ店への営業人員シフト

平成17年3月 ３９５名

↓ ＋７０名

平成20年3月 ４６５名

第９次中計期間中における

ＴＸ沿線地域を中心とした

30ヵ店への営業人員シフト

平成17年3月 ３９５名

↓ ＋７０名

平成20年3月 ４６５名



20株主還元の状況

◎株主還元の当面の基本方針

・株主還元率 ４０％以上を目安

・うち配当性向 ２０％以上を目安
◎１９年度の配当について

・１９年度の年間配当は１円を加え、年間配当８円。

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

　取得株式数（千株）※ 6,508 24,401 4,122 9,955 20,815 15,335

　取得価額総額（億円）※ 21 81 18 72 145 94

　消却株式総数（千株） － － － 13,000 15,000 15,000

　自己株式数（千株） 5,933 30,154 33,845 30,466 35,931 35,943

　配当金総額（億円） 43 41 49 49 56 63

　１株あたり配当（円） 5.0 5.0 6.0 6.0 7.0 8.0

　単体当期純利益（億円） 83 228 261 247 261 129

　株主還元率（％） 77.1 54.2 26.2 49.2 77.0 121.5

　配当性向（％） 51.3 18.4 19.1 20.0 21.6 48.8
※実績は、単元未満株買取を含む。



平成２０年度の見通し平成２０年度の見通し



22２０年度業績見通し

営業基盤・顧客取引基盤の拡大に向けた取組み強化によるコア業務純益の増強と
有価証券にかかるコストの剥落により、利益水準の回復を見込む。

【単体ベース】 （単位：億円）

平成20年度 増減（△） 平成20年度 平成19年度 増減（△）

中間期見通 前年同期比 見通し 決　算 前年度比

業務純益 ２５０ △３３ ５３０ ２８４ ２４６

コア業務純益 ２５０ △１５ ５３０ ５２３ ７

業務粗利益 ６２６ △８ １,２６４ ９８６ ２７８

うち資金利益 ５４４ ２ １,０９７ １,０７６ ２１

うち役務取引等利益 ８１ ３ １６４ １４６ １８

うちその他業務利益 △１ △１２ △２ △２４１ ２３９

経費 ３７２ ７ ７３１ ７１７ １４

一般貸倒引当金繰入 　(A) ０ １４ ０ △１６ １６

臨時損益 △４５ △１５ △９９ △３６ △６３

うち不良債権処理額　(B) ４５ △１０ ９０ １５２ △６２

経常利益 ２１０ △４２ ４３０ ２４８ １８２

特別損益 ２ ９ ５ △２ ７

うち償却債権取立益　(C) ５ △７ １０ １９ △９

うち貸倒引当金戻入益 　(D) ０ ０ ０ ０ ０

当期純利益 １２０ △２５ ２５０ １２９ １２１

実質信用コスト (A)+(B)-(C)-(D) ４０ １２ ８０ １１６ △３６

【トップラインの改善】

営業基盤・顧客基盤の拡大への

取組み強化により、預貸金取引

の採算向上を見込む。

有価証券取引にかかるコストの

減少を見込む。

【経費の増加】

営業力強化、事務効率化等に

かかる経費の増加を見込む。

【信用コストの減少】

貸倒実績率の低下傾向は続く

可能性が高く、信用コストは

減少。

与信費用比率は１５～２０ＢＰ

程度を見込む。
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・交通ｲﾝﾌﾗを軸とした近隣

地域への営業所・ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ

展開

・県内工業団地企業への

ｱﾌﾟﾛｰﾁ強化

貸出増強への取組み

県内におけるﾀｰｹﾞｯﾄ別対応の明確化、県外におけるﾁｬﾈﾙと情報活用強化を軸に展開。

19年度の実績と方向性19年度の実績と方向性 20年度の取組みの骨子20年度の取組みの骨子

＜方向性＞

県内ｼｪｱ（除く公共）40%

戦略地域への法人営業所・

ローンプラザの積極展開

都内企業との総合取引の

推進

個人メイン化推進

＜方向性＞

県内ｼｪｱ（除く公共）40%

戦略地域への法人営業所・

ローンプラザの積極展開

都内企業との総合取引の

推進

個人メイン化推進

＜実績＞

県内ｼｪｱ（除く公共） 38.4%

中小企業貸出比率 60.7%

貸出利息 前年比＋108億円

貸出利回 前年比＋0.2%

＜実績＞

県内ｼｪｱ（除く公共） 38.4%

中小企業貸出比率 60.7%

貸出利息 前年比＋108億円

貸出利回 前年比＋0.2%

県 内

隣県および都内

銀行 ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社

拠点長

本部専担 事業承継

M&A
自社株対策

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

リース

クレジット

IT化

人材派遣

ものづくり

医療

ｱｸﾞﾘ

ﾋﾞｼﾞﾈｽ

ﾌﾞﾘｯｼﾞ機能の活用

地元とのﾌﾞﾘｯｼﾞ情報

新規専担者設置

担い手 テーマ 付加価値

小口先専担

拠点行員

拠点行員

（福島）4.4兆円 10ヵ所 5％

（栃木）4.9兆円 6ヵ所 3％

（埼玉）17.9兆円 2ヵ所 0.2%

（千葉）13.9兆円 5ヶ所 0.7%

（茨城 7兆円 141ヶ所 38.4%）

（東京）170兆円

4ヶ所 0.5％

拠点行員

ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ

重点先

3千先

既往1.4万先

のｼｪｱｱｯﾌﾟ

既往1.2万先

のｼｪｱｱｯﾌﾟ

ﾀｰｹﾞｯﾄ

貸出市場 当行拠点/ｼｪｱ（3月）

顧客

ﾒｲﾝ化

新規獲得

ｼｪｱｱｯﾌﾟ

大口先

中小先

ｽﾓｰﾙﾘﾃｰﾙ先

一般個人先 住宅ﾛｰﾝ

消費者ﾛｰﾝ
ＣＲＭ
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25茨城県経済の状況①

区分 項　　　目 単位 茨城県 全　国 順位 基準年

総面積 km2
6,096 372,887 24 18.10.1

可住地面積 km2
3,976 121,393 4 18.10.1

総人口 万人 297 12,777 11 18.10.1

老年人口割合 ％ 20.0 20.8 38 18.10.1

県内総生産 億円 109,557 5,033,668 12 17年度

県民所得（1人当たり） 千円 2,838 2,878 18 17年度

農業産出額 億円 3,988 86,321 4 18年

製造品出荷額（従業員４人以上） 億円 114,918 3,148,346 8 18年

卸売業年間商品販売額 億円 37,883 4,106,789 16 19年

小売業年間商品販売額 億円 28,921 1,345,717 13 19年

事業所数 所 126,506 5,911,038 14 18年

工場立地件数、立地面積 件／ha 92/165 1,791/2,710 5/3 19年

資料：茨城県統計課、関東経済産業局

産業

土地

人口

経済



26茨城県経済の状況②

自社業況総合判断（前年同期比）

-90

-70

-50

-30

-10

10

30

50

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡ

94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08

08年Ⅱ期は見通し　（年・期）

（％ポイント）

製造業好転割合 非製造業悪化割合 製造業悪化割合

非製造業好転割合 非製造業DI 製造業DI

（資料：常陽地域研究センター「茨城県内主要企業経営動向調査結果」）

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

18年度10～12月 1～3月 19年度4～6月 7～9月 10～12月

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

民間最終消費支出 民間住宅投資 民間企業設備投資

政府最終消費支出 公的固定資本形成 在庫品増加

移出入等 実質経済成長率 GDP成長率

項目別実質県内総支出寄与度（季節調整系列）

資料：茨城県統計課・内閣府

寄与度 実質成長率（％）

●企業の景況感は「悪化」超幅
が拡大傾向

・製造業、非製造業ともに、3期連続で

「悪化」超幅が拡大。

・先行きも、さらに「悪化」超幅が拡大す

る見通し。

●茨城県の実質経済成長率0.2%

・茨城県における平成19年10～12月期

の実質経済成長率は＋0.2％となり､2期

連続でプラス成長。



27資金平残実績

（平残：億円、利回：％、収入・支出額：百万円）

19年度 前年度比

平残 利回 支出額 平残 利回 支出額

預金 62,766 0.26 16,813 1,072 0.14 8,985

円貨 61,983 0.22 14,080 1,147 0.14 8,949

外貨 782 3.49 2,732 ▲75 0.35 35

譲渡性預金 836 0.50 419 85 0.31 272

コールマネー 2,389 2.55 6,096 360 0.25 1,413

円貨 1,375 0.49 675 185 0.29 435

外貨 1,014 5.34 5,421 175 0.05 977

1,622 0.98 1,597 ▲439 ▲0.17 ▲793

売渡手形 － － － ▲11 － 0

借用金 667 1.44 964 ▲67 ▲0.11 ▲177

外国為替 2 0.01 0 0 0.01 0

社債 150 2.23 334 0 0.01 0

その他 15 － 11,445 0 － ▲689

金利ｽﾜｯﾌﾟ 11,433 ▲689

調達勘定計 68,450 0.55 37,671 999 0.13 9,011

（特金見合費用） 38 0.27 10 12 0.14 7

資金調達勘定計 68,411 0.55 37,661 986 0.13 9,003

債券貸借取引
受入担保金

19年度 前年度比

平残 利回 収入額 平残 利回 収入額

貸出金 45,586 2.09 95,497 938 0.20 10,818

円貨 45,537 2.09 95,389 910 0.20 10,788

外貨 48 2.23 107 27 ▲1.53 30

有価証券 23,326 1.99 46,589 ▲197 ▲0.02 ▲749

債券 15,248 1.09 16,626 889 ▲0.01 812

株式 1,361 2.84 3,869 98 0.10 410

外国証券 5,966 4.00 23,870 ▲1,039 0.34 ▲1,793

その他 749 2.96 2,221 ▲146 0.28 ▲180

コールローン 252 2.45 620 94 ▲2.14 ▲108

円貨 141 0.73 104 115 0.55 99

外貨 110 4.65 515 ▲21 ▲0.83 ▲208

買入手形 － － － － － －

買入金銭債権 745 0.97 724 ▲42 0.37 246

有利息預け金 673 2.51 1,697 349 ▲0.39 755

譲渡性預け金 － － － － － －

外国為替 10 3.68 37 0 0.04 ▲1

その他 － － 143 － － 34

金利ｽﾜｯﾌﾟ － －

資金運用勘定計 70,594 2.05 145,309 1,140 0.12 10,995



28利回り・利鞘の推移

（うち国内勘定） （単位：％）

17年度 18年中間期 18年度 19年中間期 19年度 前年度比 17年度 18年中間期 18年度 19年中間期 19年度 前年度比

資金運用利回        (A) 1.80 1.84 1.93 2.08 2.05 0.12 資金運用利回        (A) 1.51 1.53 1.60 1.76 1.76 0.16

（うち貸出金利回）   (B) 1.81 1.81 1.89 2.06 2.09 0.20 （うち貸出金利回）   (B) 1.81 1.81 1.89 2.06 2.09 0.20

（うち有価証券利回） 1.82 1.92 2.01 2.14 1.99 △0.02 （うち有価証券利回） 1.21 1.27 1.31 1.40 1.30 △0.01

資金調達利回 0.28 0.36 0.42 0.57 0.55 0.13 資金調達利回 0.06 0.09 0.13 0.26 0.27 0.14

（うち預金等利回）   (C) 0.05 0.08 0.12 0.26 0.27 0.15 （うち預金利回）      (C) 0.02 0.04 0.08 0.21 0.23 0.15

経費率 1.10 1.11 1.12 1.13 1.12 0.00 経　費　率 1.10 1.11 1.11 1.12 1.11 0.00

預金等原価           (D) 1.16 1.20 1.25 1.39 1.39 0.14 預金等原価　　      (D) 1.12 1.16 1.20 1.34 1.34 0.14

資金調達原価        (E) 1.29 1.40 1.46 1.63 1.59 0.13 資金調達原価        (E) 1.10 1.15 1.19 1.34 1.33 0.14

預貸金粗利鞘     (B)-(C) 1.76 1.73 1.77 1.80 1.82 0.05 預貸金粗利鞘    (B)-(C) 1.79 1.77 1.81 1.85 1.86 0.05

預貸金利鞘        (B)-(D) 0.65 0.61 0.64 0.67 0.70 0.06 預貸金利鞘       (B)-(D) 0.69 0.65 0.69 0.72 0.75 0.06

総資金利鞘        (A)-(E) 0.51 0.44 0.47 0.45 0.46 △0.01 総資金利鞘       (A)-(E) 0.41 0.38 0.41 0.42 0.43 0.02

貸出金利回り（除く国向け・預保向け貸出） (F) 1.88 1.83 1.90 2.06 2.09 0.19

修正預貸金粗利鞘             (F)-(C) 1.86 1.79 1.82 1.85 1.86 0.04

修正預貸金利鞘                (F)-(D) 0.76 0.67 0.70 0.72 0.75 0.05

（注）国向け貸出平残 18年中間期ー億円、預保向け貸出平残 －億円



29円貨貸出金の状況①

◎地域別構成比推移 （単位：億円）

１８年３月末 １８年９月末 １９年３月末 １９年９月末 ２０年３月末 １９年３月末比 １９年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

円貨貸出金 44,328 100.0% 43,699 100.0% 44,378 100.0% 44,876 100.0% 46,686 100.0% 2,308 5.2% 1,810 4.0%

地　元 35,152 79.3% 34,548 79.1% 35,226 79.4% 35,403 78.9% 36,431 78.0% 1,205 3.4% 1,028 2.9%

茨城 29,384 66.3% 28,745 65.8% 29,428 66.3% 29,422 65.6% 30,465 65.3% 1,037 3.5% 1,043 3.5%

ほくとう 4,485 10.1% 4,538 10.4% 4,500 10.1% 4,619 10.3% 4,601 9.9% 101 2.2% △18 △0.4%

千葉埼玉 1,283 2.9% 1,264 2.9% 1,297 2.9% 1,361 3.0% 1,365 2.9% 68 5.2% 4 0.3%

都内大阪 9,174 20.7% 9,150 20.9% 9,152 20.6% 9,472 21.1% 10,254 22.0% 1,102 12.0% 782 8.3%

円貨貸出金（除く国・預保向け） 43,808 43,699 44,378 44,876 46,686 2,308 5.2% 1,810 4.0%

地元 34,632 34,548 35,226 35,403 36,431 1,205 3.4% 1,028 2.9%

茨城 28,864 28,745 29,428 29,422 30,465 1,037 3.5% 1,043 3.5%

◎自己査定の債務者区分別残高 （単位：億円）

１８年３月末 １８年９月末 １９年３月末 １９年９月末 ２０年３月末 １９年３月末比 １９年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

円貨貸出金 44,328 100.0% 43,699 100.0% 44,378 100.0% 44,876 100.0% 46,686 100.0% 2,308 5.2% 1,810 4.0%

正常先 38,289 86.4% 38,366 87.8% 38,445 86.6% 39,400 87.8% 40,527 86.8% 2,082 5.4% 1,127 2.9%

　ｳﾁ地元 29,799 67.2% 29,572 67.7% 29,812 67.2% 30,611 68.2% 30,863 66.1% 1,051 3.5% 252 0.8%

茨城 24,968 56.3% 24,626 56.4% 24,854 56.0% 25,409 56.6% 25,831 55.3% 977 3.9% 422 1.7%

ほくとう 3,766 8.5% 3,841 8.8% 3,848 8.7% 4,012 8.9% 3,867 8.3% 19 0.5% △145 △3.6%

千葉埼玉 1,064 2.4% 1,104 2.5% 1,109 2.5% 1,189 2.6% 1,163 2.5% 54 4.9% △26 △2.2%

　ｳﾁ都内大阪 8,489 19.2% 8,794 20.1% 8,632 19.5% 8,789 19.6% 9,663 20.7% 1,031 11.9% 874 9.9%

その他要注意先 3,830 8.6% 3,498 8.0% 4,291 9.7% 3,873 8.6% 4,378 9.4% 87 2.0% 505 13.0%

要管理先 823 1.9% 824 1.9% 692 1.6% 632 1.4% 749 1.6% 57 8.2% 117 18.5%

破綻懸念先以下 1,383 3.1% 1,011 2.3% 950 2.1% 969 2.2% 1,032 2.2% 82 8.6% 63 6.5%



30円貨貸出金の状況②

◎人格別企業規模別構成比推移 （単位：億円）
１８年３月末 １８年９月末 １９年３月末 １９年９月末 ２０年３月末 １９年３月末比 １９年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

円貨貸出金 44,328 100.0% 43,699 100.0% 44,378 100.0% 44,876 100.0% 46,686 100.0% 2,308 5.2% 1,810 4.0%
個人 13,494 30.4% 13,729 31.4% 14,002 31.6% 14,230 31.7% 14,442 30.9% 440 3.1% 212 1.5%
法人 23,362 52.7% 23,235 53.2% 23,459 52.9% 24,196 53.9% 24,923 53.4% 1,464 6.2% 727 3.0%
　ｳﾁ大企業 7,998 18.0% 7,856 18.0% 8,262 18.6% 8,641 19.3% 9,451 20.2% 1,189 14.4% 810 9.4%
　ｳﾁ中堅企業 1,695 3.8% 1,643 3.8% 1,623 3.7% 1,631 3.6% 1,528 3.3% △95 △5.9% △103 △6.3%
　ｳﾁ中小企業 13,667 30.8% 13,735 31.4% 13,573 30.6% 13,923 31.0% 13,943 29.9% 370 2.7% 20 0.1%
公共 7,471 16.9% 6,733 15.4% 6,916 15.6% 6,449 14.4% 7,320 15.7% 404 5.8% 871 13.5%
　ｳﾁ国向け貸出 520 1.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

◎個人貸出金のニーズ別内訳 （単位：億円）
１８年３月末 １８年９月末 １９年３月末 １９年９月末 ２０年３月末 １９年３月末比 １９年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

個人貸出金 13,494 100.0% 13,729 100.0% 14,002 100.0% 14,230 100.0% 14,442 100.0% 440 3.1% 212 1.5%
住宅関連ローン 10,891 80.7% 11,191 81.5% 11,542 82.4% 11,857 83.3% 12,145 84.1% 603 5.2% 288 2.4%
個人ローン 875 6.5% 862 6.3% 824 5.9% 813 5.7% 803 5.6% △21 △2.5% △10 △1.2%
事業性貸出 1,728 12.8% 1,676 12.2% 1,636 11.7% 1,560 11.0% 1,494 10.3% △142 △8.7% △66 △4.2%

◎法人貸出金の地域別残高推移 （単位：億円）
１８年３月末 １８年９月末 １９年３月末 １９年９月末 ２０年３月末 １９年３月末比 １９年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率

円貨貸出金 23,362 100.0% 23,235 100.0% 23,459 100.0% 24,196 100.0% 24,923 100.0% 1,464 6.2% 727 3.0%
地　元 14,516 62.1% 14,390 61.9% 14,353 61.2% 14,766 61.0% 14,710 59.0% 357 2.5% △56 △0.4%

茨城 10,351 44.3% 10,203 43.9% 10,192 43.4% 10,460 43.2% 10,445 41.9% 253 2.5% △15 △0.1%
ほくとう 3,298 14.1% 3,331 14.3% 3,269 13.9% 3,369 13.9% 3,336 13.4% 67 2.0% △33 △1.0%
千葉埼玉 868 3.7% 856 3.7% 892 3.8% 936 3.9% 929 3.7% 37 4.2% △7 △0.7%

都内大阪 8,845 37.9% 8,846 38.1% 9,107 38.8% 9,429 39.0% 10,213 41.0% 1,106 12.1% 784 8.3%
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◎預金推移 （単位：億円）
１８年３月末 １８年９月末 １９年３月末 １９年９月末 ２０年３月末 １９年３月末比 １９年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率
預金総体 61,464 100.0% 61,489 100.0% 62,852 100.0% 62,589 100.0% 63,558 100.0% 706 0.0% 969 0.0%

円貨預金 60,543 98.5% 60,615 98.6% 62,066 98.7% 61,841 98.8% 62,920 99.0% 854 0.2% 1,079 0.2%
外貨預金 793 1.3% 774 1.3% 620 1.0% 557 0.9% 613 1.0% △7 △0.0% 56 0.1%
JOM預金 128 0.2% 100 0.2% 165 0.3% 190 0.3% 25 0.0% △140 △0.2% △165 △0.3%
海外預金 － 0.0% － 0.0% － 0.0% － 0.0% － 0.0% － － － －

譲渡性預金 345 496 410 444 500 90 56

◎円貨預金人格別残高推移 （単位：億円）
１８年３月末 １８年９月末 １９年３月末 １９年９月末 ２０年３月末 １９年３月末比 １９年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率
円貨預金 60,543 100.0% 60,615 100.0% 62,066 100.0% 61,841 100.0% 62,920 100.0% 854 0.0% 1,079 0.0%

個人 46,271 76.4% 46,352 76.5% 47,038 75.8% 47,587 77.0% 48,354 76.8% 1,316 1.1% 767 △0.1%
法人 11,377 18.8% 10,990 18.1% 11,561 18.6% 11,314 18.3% 11,436 18.2% △125 △0.5% 122 △0.1%
公共 2,895 4.8% 3,273 5.4% 3,467 5.6% 2,940 4.8% 3,128 5.0% △339 △0.6% 188 0.2%

◎個人預り資産の実績 （単位：億円）
１８年３月末 １８年９月末 １９年３月末 １９年９月末 ２０年３月末 １９年３月末比 １９年９月末比

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 年率 末残 増減率
個人預り資産 54,790 100.0% 56,031 100.0% 57,712 100.0% 59,059 100.0% 59,220 100.0% 1,508 0.0% 161 0.0%

流動性 24,096 44.0% 24,382 43.5% 25,173 43.6% 25,284 42.8% 25,702 43.4% 529 △0.2% 418 0.6%
定期性 22,175 40.5% 21,970 39.2% 21,865 37.9% 22,303 37.8% 22,652 38.3% 787 0.4% 349 0.5%

　（預金小計） 46,271 84.5% 46,352 82.7% 47,038 81.5% 47,587 80.6% 48,354 81.7% 1,316 0.1% 767 1.1%
投信等 8,519 15.5% 9,679 17.3% 10,674 18.5% 11,472 19.4% 10,866 18.3% 192 △0.1% △606 △1.1%
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◎有価証券の残高推移（年度毎、取得原価ベース）
（億円、利回りは期中平残ベース）

１８年３月末 １９年３月末 ２０年３月末 １９年３月末比
残高 割合 残高 割合 残高 割合 残高 割合

円貨債券 15,931 68.9% 16,730 69.7% 17,642 78.9% 912 9.2%
デュレーション（年） 3.2 － 3.2 － 2.8 － △ 0.4 -
ｳﾁ固定債 12,013 52.0% 13,399 55.9% 14,883 66.6% 1,484 10.7%
（期中利回り：％） (1.19) － (1.17) － (1.12) － (△0.05) -
ｳﾁ変動債 3,918 17.0% 3,330 13.9% 2,759 12.3% △571 △1.5%
（期中利回り：％） (0.48) － (0.75) － (0.79) － (0.04) -

外貨債券 4,665 20.2% 4,733 19.7% 2,886 12.9% △1,847 △6.8%

デュレーション（年） 2.7 － 2.2 － 1.6 － △ 0.6 -
（期中利鞘：％） (0.92) - (0.35) - (0.28) - (△0.07) -
ｳﾁ固定債 2,954 12.8% 2,684 11.2% 1,294 5.8% △ 1,390 △5.4%
（期中利回り：％） (4.36) － (4.17) － (4.74) － (0.57) -
（期中利鞘：％） (1.34) － (0.31) － (0.14) － (△0.17) -
ｳﾁ変動債 1,711 7.4% 2,048 8.5% 1,591 7.1% △ 457 △1.4%
（期中利回り：％） (4.24) － (4.35) － (5.49) － (1.15) -
（期中利鞘：％） (0.42) － (0.40) － (0.42) － (0.03) -

株式 1,220 5.3% 1,305 5.4% 1,349 6.0% 44 0.6%
Tier1比率 - 33.0% - 34.8% - 36.2% - 1.4%

投資信託等 1,256 5.4% 1,217 5.1% 441 2.0% △776 △3.1%

有価証券合計 23,108 100.0% 23,987 100.0% 22,361 100.0% △1,626 0.0%
（期中利回り：％） (1.73) (1.98) (2.00) (0.02)
評価損益 1,794 － 2,085 － 705 － △ 1,380 -
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◎証券化商品の末残推移

（単位：億円）
商品種類 格付

円換算簿価 評価損益 円換算簿価 評価損益 円換算簿価 評価損益
ＡＢＳ 279 0 501 △ 2 △ 221 1

ＡＡＡ 271 0 488 △ 2 △ 217 1
ＡＡ 8 0 5 △ 0 2 △ 0
Ａ 0 0 6 △ 0 △ 6 0

ＣＬＯ 472 △ 88 426 △ 0 46 △ 88
ＡＡＡ 201 △ 15 215 △ 0 △ 14 △ 15
ＡＡ 132 △ 27 138 △ 0 △ 5 △ 27
Ａ 137 △ 44 72 △ 0 65 △ 44

ＣＤＯ 290 △ 31 336 0 △ 46 △ 31
ＡＡＡ 104 △ 6 163 0 △ 59 △ 6
ＡＡ 185 △ 24 172 0 12 △ 24

ＣＤＳ・ＣＤＯ 71 0 177 △ 1 △ 105 1
ＡＡＡ 38 0 86 △ 0 △ 48 0
ＡＡ 29 0 90 △ 0 △ 61 0
A 5 0 - - 5 0

ＡＢＳ・ＣＤＯ 6 0 195 △ 0 △ 189 0
ＡＡＡ 6 0 177 △ 0 △ 171 0
ＡＡ 0 0 17 0 △ 17 △ 0

　（うちｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑ関連） ＡＡＡ 6 0 127 △ 1 △ 121 1
ＡＡ 0 0 17 0 △ 17 △ 0

合計 1,120 △ 120 1,636 △ 4 △ 515 △ 116

20年3月末 19年3月末 増減



34自己査定、開示債権および償却・引当との関係

(億円)

自己査定の債務者区分 金融再生法の

分類債権 引当金 引当率
非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

破 綻 先
73 破産更生債権及び

(27) 96 109 － － 0 100% これらに準ずる債権
実質破綻先 (0) 《100%》

131 206 100%
(5) (33) 《100.00%》

破綻懸念先 446 237 150 189 55.83% 危険債権
833 (▲23) 《57.23%》
(24) 833 81.99%

(25) 《80.29%》

要管理先 85 11.19% 要管理債権
要 754 62 691 (10) 《11.27%》 525 34.05%
注 (113) (70) 《37.81%》
意

先 その他の
要注意先

4,400 2,691 1,708 32 0.72% 正常債権
(517) (▲9) 《1.06%》 45,692

正 常 先 (1,656)
41,062 41,062 34 0.10%
(1,095) (▲2) 《0.11%》

全体の保全率
合　計 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 引当金合計 合　計 68.27%

47,255 44,359 2,746 150 0 341 (▲25) 47,255 《69.19%》

残高欄の( )は19年9月期比、引当率・保全率の《》は19年9月期の引当率・保全率 （開示債権額のみ四捨五入、その他は単位未満切捨）
部分直接償却残高 383 億円 19年9月期比 1 億円

開示債権 保全率債務者区分

引当金､担保･保証等
による保全部分

引当金､担保･保証等
による保全部分

引当金は非分
類に計上

引当金は非
分類に計上

個
別
貸
倒
引
当
金

一
般
貸
倒
引
当
金

部分直接
償却

債権額×貸倒引当率

債権額×貸倒引当率
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貸倒引当率の推移（破綻懸念先、要管理先）貸倒引当率の推移（破綻懸念先、要管理先）

20 .36%
18 .21%

15 .77%
13 .72% 14 .11%

12 .41% 11 .49% 11 .27% 11 .19%

81 .15%

76 .72%
74 .02%

68 .41%

72 .89%

68 .69%

64 .17%

57 .23% 55 .83%

0%

30%

60%

90%

16/3期 16/9期 17/3期 17/9期 18/3期 18/9期 19/3期 19/9期 20/3期

破綻懸念先

要管理先
（未保全額引当）

要管理先
（債権額引当）



36不良債権のオフバランス化

◎オフバランス化の実績

◎不良債権残高の推移（危険債権以下）

既存の部分直接償却済債権を流動化した結果、

「直接償却」額が減少要因になる

オフバランス化の実績

（単位：億円）
１９年度（Ｂ）

既存分
オフバランス化

新規発生 期中増減計

958 △274 355 80 1,038

１９年３月末
残高（Ａ）

２０年３月末
残高（Ａ＋Ｂ）

破産更生債権
および危険債権

388
423

663

274

0

200

400

600

800

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度

（億円）（単位：億円）
19年度 既存分 新規分

清算型処理 74 74 0
再建型処理 1 1 0
再建型処理に伴う業況改善 0 0 0
債権流動化 113 110 3
直接償却 △28 △124 95
その他 212 212 0

回収・返済等 198 198 0
業況改善 13 13 0

合計 374 274 99
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【経費内訳】

１７年度 １８年度 １９年度 前年度比

693 706 717 11

360 358 355 ▲2

301 313 329 16

動不動産償却、預金保険料除き 224 234 237 3

動不動産償却 27 28 41 13

預金保険料 50 50 50 0

32 34 32 ▲2

56.4% 57.5% 57.8% 0.3%

【従業員数／店舗数】

１８年３月末 １９年３月末 ２０年３月末 前年度末比

従業員数：人（注１） 3,119 3,185 3,251 66

営業所数：店、ヶ所 375 388 395 7

国内店舗（注２） 173 173 174 1

海外店舗（注３） 1 1 1 0

店舗外出張所（I‐NET共同含む） 201 214 220 6

現金自動設備設置台数（台、ヵ所） 18,348 19,865 21,610 1,745

自前設置分（I-NET共同含む） 835 852 863 11

E‐net設置分 6,208 7,163 8,359 1,196

セブン銀行設置分 11,305 11,850 12,388 538
（注１）従業員数は、有価証券報告書ﾍﾞｰｽ（単体）
（注２）国内店舗は、外為集中店（１）、キャッシュピット支店（１）を含む。
（注３）海外店舗は、駐在員事務所（１）を含む。

ＯＨＲ（コア業務純益ﾍﾞｰｽ）

税金

（億円）

経費合計

人件費

物件費

経営効率化の状況
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億円、（ ）内は、18年3月末比
リスク資本の状況（２０/３末）リスク資本の状況（２０/３末）

（※１）リスクアセットの４％に相当する金額

（※２）１９年度よりリスク量の計測手法を以下の通り変更している。

信用リスク ： 信頼区間（99.0％→99.9％）

金利リスク ： 保有期間（3ヶ月→6ヶ月）

価格変動リスク ： 保有期間（3ヶ月→6ヶ月）

計測方法（分散共分散→ヒストリカル法）

対顧営業部門359

市場部門　267

ＡＬＭ勘定　861

部門別使用資本

TierⅠー
　　控除項目

3,456

配賦可能資本

2,083

(▲211)

リスクバッファー
1,191※1

未利用資本 597(▲406)

価格変動リスク
※２

574(17)

金利リスク※２ 482(100)

信用リスク※２ 430(78)

オペリスク
182（1）

控除項目
▲137

TierⅠ
3,593（▲161）
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-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

法人貸出ＡＬＬ 　ｳﾁ中堅・中小企業 住宅関連ロ ー ン 預り資産

粗利益率

推定損失率

経費率

ＲＡＲＯＡ(19年度)

　〃　(18年度)

◎主要業務別収益の状況 （１９年度）

収益性分析

２．４兆円 １．５兆円 １．２兆円 １．０兆円

（貸出末残） （預り資産残高）

（注１）粗利益率：粗利益から調達コスト（市場金利）および預金保険料相当額を控除している。

（注２）推定損失率：推定損失額（行内格付遷移から推定したデフォルト率により算出）÷貸出平残。

（注３）住宅ローンのデフォルト率：保証会社による代位弁済および３ヶ月以上延滞をデフォルトと見なして算出。

（注４）預り資産：投資信託、外貨預金、公共債、年金保険の合計。
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※ＥＰＳの分母は期中平均株式数、ＢＰＳの分母は期末発行済株式数を使用（共に自己株式を除く）。

ＲＯＥ上段：当期純利益÷資本勘定平残（有価証券評価差額金を除く）

〃 下段：当期純利益÷（前期末資本勘定末残＋当期末純資産勘定末残）÷２

経営指標の推移

ＥＰＳ 16.3029.80 32.12 ▲15.82

経営指標（単体ベース） 20/3期18/3期 19/3期 19/3期比

ＢＰＳ 545.3595.3 645.0 ▲99.7

ＲＯＥ（当期純利益） 3.39
2.78

6.72
5.34

6.97
5.21

▲3.58
▲2.43

ＲＯＡ（コア業務純益） 0.710.74 0.72 ▲0.01

ＯＨＲ（コア業務純益） 57.856.4 57.5 0.3

経営指標（単体ベース） 18/9末 19/3末比

茨城県内預金シェア 40.28 ▲0.36

茨城県内貸出金シェア 41.43 0.06

単位：円、％

単位：％

19/3末

40.70

41.89

19/9末

40.34

41.95

※県内預貸金ｼｪｱは、確定分として19/9の実績を掲載。



• 本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。
こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、経営を
取り巻く環境の変化などによるリスクや、不確実性を内包し
ておりますことにご留意ください。

＜本件に係る照会先＞

株式会社 常陽銀行 経営企画部

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０２９－３００－２６０３

Ｆ Ａ Ｘ ： ０２９－３００－２６０２

Ｅ-mail： ir@joyobank.co.jp

U R L ： http://www.joyobank.co.jp/

＜本件に係る照会先＞

株式会社 常陽銀行 経営企画部

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０２９－３００－２６０３

Ｆ Ａ Ｘ ： ０２９－３００－２６０２

Ｅ-mail： ir@joyobank.co.jp

U R L ： http://www.joyobank.co.jp/
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